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要介護高齢者における認知症と臼需生活動作との関連
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本研究においては、明確な運動機能障害があるとの診訴を受けていない要介護高齢者のうち、 fiH立
を保つことができるが歩行が自立していないもの30人に対して、改訂版長谷川式簡易知能評価スケー
ル (HDS-R)を実施し、認知症を有するものと無いもの(非認知症)に分類した。この両者に機能
的自立度評価法 (FIM)を使用した上で、認知症群と非認知症群との間で日常生活動作 (ADL)の自
立度について比較検討した。その結果、非認知症群に比較して認知症群では、「歩行、車椅子移動JI階
段移動」以外の項目で FIM項呂別得点は有意に低く、認知症の重症度と FIM項目別自立度に有意な
関連が認められた。このため、非認知症に比較して認知症の場合、 ADL捧害の程度が重くなること、
及びADLは項目ごとで違いがあるがいずれの項目も自立度が低いことが明らかになった。また、非
認知痕、認知症共それぞれのADLに際する各項自の自立度の程度に差があることが示唆された。
しはじめに
認知症高齢者と日常生活動作 (ADL;Activities of Daily Living以下ADLと略す)の関連について検討し
た報告には、認知症の重症度と失禁との関連を明らかにしたものが多い問。しかしながら、調査対象者に、
明確な運動機能障害がみられないものと運動機能障害を合併したものを含めているが、特別養護老人ホー
ムに入所している認知症高齢者を調査した上で、認知機能i濠害がADL全般の障害に影響を及ぼしている
ことを明らかにした報告がある(坪井:1996)ヘ
また、些少ながら、明確な運動機能障害がない認知症高齢者に、顕著なADL障害がみられることを述
べた報告がある九そのなかには、介護老人保健施設において、明確な運動機能撞害のない歩行が自立し
た認知症高齢者に N式精神機能検査を用いて、認知症の程度を明確にした上で中等度認知症と重度認知
痕の2群聞で比較検討したものがある。その結論として、認知症高齢者の認知機能障害の進行にしたがっ
て、 ADLは各項自で難易度を有しながら著明に低下することを示している(横井・関本・棲井ら:2003 ; 
以下、横井ら:2003と記述する)針。また、認知機能障害が中等度から重度では、更衣、入浴、 トイレ器具
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の使用、尿失禁、使失禁の)1夏序で障害されるとの見解があるヘ
さらに、明確な運動機能轄寄があるとの診断を受けておらず、且つ盛位を保つことはできるが歩行が自
していない認知症高齢者における中等度認知症と重度認知症を比較検討した報告がある。その結論とし
て、重度認知症の方がADL障害の程度は重いこと、および中等度認知症、重度認知症共それぞれの ADL
に欝する各項目の自立度の程度に差があることを示している(松山:2005) 7)。
これら、坪井 (1996)、横井ら (2003)、松山 (2005)の報告においては、いずれも調査対象者に対して、
信頼性と妥当性が認められる ADL評価である機能的岳立度評価法 (FIM;Functional Independence Measure 
以下回M と略す)を使用している。しかし、認知症高齢者に FIMを使崩した研究は少ないだけでなく、
要介護状態にありながら認知症のない高齢者(非認知症の要介護高齢者:以下「非認知症高齢者jとする)
と認知症高齢者に対して日討を使用した上で、 ADL障害との鰐連を検討した報告はみられない。
ただし、脳卒中患者においては、中島ら (1995)がFIMの認知項目が適応、行動尺度 (ABS:adaptive be-
havior scale)のスクリーニングテストとして使用できるとしている。その理由として、理解・表出の合計
点がコミュニケーション能力との、社会的交流・問題解決・記憶の合計点が認知能力との、各々高い相関
があることを示しているヘしたがって、 FIMの認知項目は日常生活援助における情報から採点ができ、
適応行動能力を把寵することが容易との利点を持っている。
そこで、本研究では、明確な運動機能障害があるとの診断を受けていない要介護者のうち、産{立を保つ
ことができるが歩行が自立していない非認知症高齢者と認知症高齢者に対して FIMを使用して、認知症
がADLの自立度に及ぼす影響について調査することにした。
2.方法
(1) 対象と判定基準
介護老人保健、施設の利用者のうち、著明な麻痔がなく、明確な運動機能離害があるとの診断を受けてい
ないもので、歩行は自立していないが座位を保つことができる要介護高齢者を FIMによる調査対象とし
た。
なお、歩行は自立していないが座位を保つことができる要介護高齢者とは、厚生労働省「障害老人の自
常生活自立度(寝たきり度)判定基準jにより、屡内での生活はおおむね自立しているが介助なしには外
出できない Aランク、および、屋内での生活は何らかの介助を要し、日中もベッド上での生活が主体で
あるが盛伎を保てる Bランクと判定されるものとした。
これらの条件を満たす認知症高齢者30人のうち、改訂版長谷川式簡易知能評鏑スケール (HDS-R:Hase-
gawa Dementia Scale-Revised)によって、認知症 (HDS-Rの得点20点以下)と判定されたのは21人(男性
6入、女性15人)、非認知症 (HDふRの得点21点以上)と判定されたのは 9人(男性1人、女性8人)で
あった。なお、加藤 (1992)が、 HDS-Rの得点20点以下を認知痕とするとの見解を述べておりぺ現在、
認知症かどうかを判i析する基準として広く使われている。
これら認知症高齢者30人の平均年齢は、認知症が85.4土7.7歳、非認知症が84.6:t5. 5歳である。この 2
群の年齢には統計的な有意差は認められない。
HDS-Rと日間による評価は l週間以内に行った。なお、 HDS-Rは、①年齢、②時開、③場所の見当識、
④3つの言葉の記銘、⑤計算、⑤数字の逆唱、⑦3つの言葉の遅延再生、③5つの物品記銘、⑨雷諾の流
暢性についての9つの質問項自からなっている。その具体的な設問は表lの通りである則。最高得点は30
点で、 20点以下の場合認知症が疑われるとされ、得点が低くなるほど認知症の程度が重くなる。
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表1 改訂長谷川式簡易知能評鏑スケール (HDS-R)
1 お年はいくつですか? (2年までの誤差は正解) o 1 
年 o 1 
今日は何年の何月何日ですか?何曜日ですか? 月 o 1 
2 
(年月日、曜自が正解でそれぞれ1点ずつ) 日 o 1 
曜日 o 1 
3 
私たちがいまいるところはどこですか? (自発的にでれば2点、 5秒おいて家で o 1 2 
すか?病院ですか?施設ですか?のなかから正しい選択をすればl点)
これから う3つ ってみてください。あとでまた聞きますのでよく覚
えておいてください。(以下の系列のいずれか lつで、採用した系列にO印をつ o 1 
4 
けておく)
o 1 
1 a)桜 b)猫 c) 2 : a)梅 b)犬 c)自動車
o 1 
100から?を!被番に51いてください。
(93) o 1 
5 (100… 7は?、それからまた?を引くと?と質問する。最初の答え
腕) o 1 
が不正解の場合、打ち切る。)
私がこれから う数字を逆からいってください。
2叩8“6 o 1 
6 (6 -8 2、3 5-2 9を逆に ってもらう。 3桁逆唱に失
9叩2-5-3 o 1 
敗したら、打ち切る)
先ほど覚えてもらった言葉をもう ってみてください。
a:O 1 2 
(自発的に回答があれば各2点、もし問答がない場合.PJ、下のヒントを与え正解で
7 
あれば1点)
b:O 1 2 
a)植物 b)動物 c)乗り物
c:O 1 2 
これから 5つの品物を見せます。それを隠しますのでなにがあったかを てく
012 
8 ださい。
(持計、鍵、タバコ、ベン、硬貨など必ず相互に無関係なもの)
345 
。
知っている野菜の名前をできるだけ多く ってください(答えた野菜の名前を右
1 
2 
9 欄に記入する。途中でつまり、約10秒間待ってもでない場合にはそこで打ち切
る。) 0~5=0 点、 6=1 点、 7=2 点、 8=3 点、 9=4 点、 10=5 点 3 
4 
5 
(2)方法
F品在は評価対象者を観察することによって採点ができるため、調査対象者の日常介護を行っている介
護福祉士3人が評備を行った。なお、評価が異なる場合は3人で検討して評儲点を決定した。また、移動
の項目についてのみ、理学療法士1人が介護揺祉士3人の評価のチェックをしたよで評価点を決定するこ
とにした。これらを2005年 1月に実施した。
FI討の評価項呂については、運動填白13項目、認知項目 5項目から構成されている。各々の評価項呂
176 松山郁夫
を7段階で評髄するようになっている。運動項目として、セルフケアが「食事Ji整容」打者拭(入浴)Ji吏
衣(上半身)Ji吏衣(下半身)Jiトイレ動作J、排准コントロールが「排尿コントロールJi排使コントロー
jレj、移乗が「ベッド、様子、車椅子JiトイレJi浴槽、シャワ-J、移動が f歩行、車椅子Ji階段J(表
2 )、認知項自として、コミュニケーションが「理解Ji表出」、社会的認知が「社会的交流Ji問題解決」
「記憶jからなっている(表3)。
介助が不要な「自立」については、「完全自立J7点、 f修正自立J6点からなっている。介助者が必要
な「介助jは、対象者が半分 (50%)以上の労力を行う「部分介助jと半分 (50%)未満の労力しか行わ
ない「完全介助」に分類される。「部分介助jについては、「監視または準備J5点、「最小介助J4点、「中
等度介助J3点、「完全介助Jについては、「最大介助J2点、「全介助J1点に分かれている。
表2 運動項目の採点基準
区 分 点数 介助者 手出し 手助けの程度
完全自立 7 不要 不要 自立
修正自立 6 不要 不要 時間がかかる、装具や自助具が必要、投薬し
ている、安全性の配慮が必要
監視または準備 5 必要 不要 監視、準備、指示、促しが必要
最小介助 4 必要 必要 75%以上自分で行う
中等度介助 3 必要 必要 50%以上、 75%未満自分で行う
最大介助 2 必要 必要 25%以上、 50%未満自分で行う
全介助 I 必要 必要 25%未満しか自分で行わない
※装兵や自助具の装着は「準備jに含まれる。
表3 認知項自の採点基準
E豆 分 点数 介助者 手出し 手助けの程度
完全自 7 不要 不要 自立
修正自 6 不要 不要 時間がかかる、補助具が必要、安全性の配蔭
が必要
監視または待機 5 必要 不要 監視、指示、促しが必要、 90%より多く自分
的介助 で行う(介助は10%未満)
最小介助 4 必要 必要 75%以上、 90%未満自分で行う
中等度介助 3 必要 必要 50%以上、 75%未満自分で行う
最大介助 2 必要 必要 25%以上、 50%未満自分で行う
全介助 必要 必要 25%未満しか自分で、行わない
加えて、 FIMの各項目における f自立Jまたは f修正自立」の者の全体に占める百分率を ADLの項目
別自立度とした。また、統計処理については、認知症群と非認知症群の FIMにおける項目聞の比較に t
検定を行った。さらに、認知症と非認知症におけるそれぞれの項目聞の比較には CochranのQ検定を行っ
た。いずれも有意水準は 5%未満とした。
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3.結果
非認知症に対して、認知症でFIM得点が有意に低い項目は、「歩行、車椅子移動Jt階段移動j以外の
16項自であった(表4)。
表4 認知症の重症別の FIMにおける項居間平均得点と標準偏差
区 分 認知症 非認知症 t検定結果
FIM項目 平均・標準舗差 平均・標準偏差 t1i直有意差
セルフケア 食事 5.62 1. 70 7.00 0.00 2.35 * 
整容 3.71 1.64 6.78 0.63 5.26 *** 
清拭(入浴) 2.33 1. 52 4.78 1.47 3.93 *** 
更衣(上半身) 3.86 1.83 6.56 0.96 4.04 *** 
更衣(下半身) 3.00 2.16 5.56 1. 64 3.07 * 
トイレ動作 3.19 2.13 6.00 1. 70 3.39 * 
排j世コント 排尿コントロール 3.24 2.35 6.00 1.83 3.38 * 
ロール 排便コントロ jレ 3.81 1. 97 6.11 1.85 2.89 * 
移乗 ベッド、椅子 4.43 2.15 6.22 1. 23 2.26 * 
トイレ 3.95 1. 96 5.89 1. 66 2.50 * 
浴槽、シャワー 2.81 1.37 4.22 1.03 2.69 * 
移動 歩行、車椅子 4.24 2.25 4.89 0.88 0.81 ns 
階段 2.05 1. 50 1. 56 0.69 0.91 ns 
コミュニ 理解 4.14 1. 08 6.22 0.92 4.87 *** 
ケーション 表出 3.33 1.32 6.11 1.29 5.14 *** 
社会的認知 社会的交流 3.33 1. 58 6.56 0.96 5.48 *** 
問題解決 2.38 1. 21 5.89 1.20 7.04 *** 
記憶 2.19 0.85 5. 78 1. 55 7.56 *** 
*** : p<O.OOl，村 :p<O.Ol，ホ:p< 0.05， ns: no significance 
非認知症群において、 FIMにおける ADLの項毘別自立度で半数以上が自立を示している項目は、「食
事Jt整容Jt更衣(上半身)Jt更衣(下半身)Jtトイレ動作Jt排尿コントロールJt排便コントロールJ
「ベッド、椅子、車持子移乗Jtトイレ移乗Jt理解Jt表出Jt社会的交流Jt問題解決Jt記憶Jの14項目
であった。それ以外の「清拭(入浴)Jt浴槽、シャワー移乗Jt歩行、車椅子移動Jt階段移動Jの4項目
は、部分介助か完全介助のレベルであった。
認知症群において、 FIMにおける ADLの項呂別自立度で半数以上が自立を示している項目はなく、 18
項目すべて部分介助か完全介助のレベルであった(表5)。また、認知症群および非認知症群は、それぞ
れ項目関での自立度に有意差があった (p<O.Ol CochranのQ検定による)。
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表5 認知症の童話E別の FIMにおける ADしの填話別自立度
区 分 自 立 度
FIM項目 認知症群 非認知症群
セルフケア 食事 47.6% 100.0% 
整容 14.3% 88.9% 
清拭(入浴) 。 44.4% 
更衣(上半身) 14.3% 88.9% 
更衣(下半身) 14.3% 88.9% 
トイレ動作 14.3% 77.8% 
排討をコントロール 排尿コントロール 28.6% 88.9% 
排便コントロール 28.6% 88.9% 
移乗 ベッド、椅子 33.3% 88.9% 
トイレ 19.0% 77.8% 
浴槽、シャワー 。 。
移動 歩行、 33.3% 22.2% 
階段 4.8% 。
コミュニケーション 理解 4.8% 88.9% 
表出 4.8% 77.8% 
社会的認知 社会的交流 9.5% 88.9% 
問題解決 。 77.8% 
記官 。 77.8% 
4.考察
本研究において、明確な運動機能樟害があるとの診断を受けていない要介護者のうち、座{立を保つこと
ができるが歩行が自立していない状態を示す非認知症高齢者と認知症高齢者に対して、 FI討を領府して、
認知症がADLの自立度に及ぼす影響について調査した。
今閤の調査で、「歩行、車椅子移動JI踏段移動jについては、横井らの報告と同じように認知症の重症
度と ADLとが関連を示していなかった。
座位を保つことができるが歩行が自立していない認知症高齢者の場合、認知症の程度が違っても歩行が
自立している場合と同様に、「歩行、車精子移動JI階段移動」以外の項目については非認知症と比較して、
認知症における ADLの介助量は明らかに多い。このため、非認知症に比較して認知症の場合、ほとんど
のADL障害の程度も霊くなり、 ADL介助量も増加するといえよう。
認知症の重症度と FIMにおける環日別自立度について自立しているものがいないのは、認知症の場合、
「清拭(入浴)J I浴槽、シャワー移乗JI問題解決JI記憶J、非認知症の場合「浴槽、シャワー移乗JI階
段移動」であった。認知症の重症度と FIM項呂別自立度については、非認知症および認知症にそれぞれ
項毘間での自立度に有意差があった。したがって、非認知症、認知症共それぞれの ADLに関する各項呂
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の自立度の程度に差があることが推測される。
坪井 (1996)の報告によれば、 FIMにおいて認知症の重症度と ADLとが爵連を示したのは「トイレ動
作JI排尿コントロールJI排便コントロールJI理解JI表出JI社会的交流JI問題解決JI記憶jの8項
目であった九横井ら (2003)の報告では、 FIMにおいて認知症の重症度と ADLとが関連を示したのは
「歩行、車椅子移動JI階段移動j以外の16項目であった。この違いの理由を横井らは、坪井の報告にお
いて運動機能障害を合併する者が除かれていないためとしている。さらに、明確な運動機能障害のない認
知症高齢者で歩行が自立しているものに対してFIMを寵用し、認知機能障害の進行にしたがってADLは
各項目で難易度を有しながら著明に低下することを報告している九
明確な運動機能障害があるとの診断を受けていない要介護者のうち、鹿位を保つことができるが歩行が
自立していない認知症高齢者に対して日討を使用した報告について、 FIMにおいて認知症の重症度と
ADLとが関連を示したのは、「食事JI歩行、車梼子移動JI踏段移動」以外の15項目であった(松山:
2005)九今回の調査では、日Mにおいて認知症の重症度と ADLとが関連を示したのは、「歩行、車椅子
移動JI階段移動」以外の16項目であった。このため、調査対象を非認知症と認知症として両者を比較し
た場合でも、調査対象を認知症として認知症の重症度の違いで2群に分けて両者を比較した場合でも、ほ
ほ悶様の結果になるといえよう。つまり、明確な運動機能障害があるとの診i主fを受けていない要介護者の
うち、醸位を保つことができるが歩行が自立していない高齢者の場合、認知症が重症化するにつれてほと
んどのADL障害の程度も霊くなり、 ADL介助最も増加することが推察される。
表6 円Mによる認知症の重症度と ADLとの関連性についての研究一覧
報告者 調査対象の認知症高齢者の状態 FIMにおいて認知 の 度
運動面 認知商 認知症の重症度を とADLとが関連を した項目
判別した検査
坪弁 明確な運動機能詰寄がない 認知症 HDふR:Hasegawa 「トイレ動作JI排尿コントロー
(1996) もの(一部運動機能樟害が (軽~重度) Dementia jレJI~ド便コントロールJ I理
あるものを含む) Scale司Revised 解JI表出JI社会的交流JI問
題解決JI記需Jの8項目
横井ら 明確な運動機能障害がない 認知症 N式精神機能検査 「歩行、車椅 移動JI階段移
(2003) もので、歩行が自立してい (軽~重度) 動J以外の16項目
るもの
松山 明確な運動機能障害がない 認知症 MMSE:Mini 「食事JI歩行、車椅子移動JI暗
(2005) もので、鹿位はとれるが歩 (中~震度) Mental State 段移動」以外の15項呂
行が自立していないもの Examination 
松山 明確な運動機能障害がない 認知症 HDS-R: Hasegawa f歩行、 椅子移動JI階段移
(今回) もので、座位はとれるが歩 (軽~震度) Dem巴ntia 動」以外の16項白
行が自立していないもの 非認知痕 Scale-Revised 
本研究を含めたFIMによる認知症の重症度と ADLとの関連性について論じたこれまでの研究は、表6
の通りである。今後、認知症高齢者のADL障害についてより詳細に検討するために、認知症の重症度と
ADLとの関連性に関する知見を深めることが必要だ、と思われる。
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結論
本研究では、明確な運動機能障害があるとの診新を受けておらず、座位を保つことができるが歩行が自
立していない要介護高齢者に日制を使用した。その結果、非認知症に比較して認知症では、① f歩行、
車椅子移動J1階段移動j以外の項目でFIM項目別得点は有意に低く、認知症の重症度と FIM項目別自
立度に有意な関連があるため、非認知症に比較して認知症の場合、 ADLI濠害の程度が重くなること、②
認知症の場合、 ADLは各項目ごとで違いがあるがいずれの項目も自立度が低いこと、③非認知症、認知
症共それぞれの ADLに関する各項目の自立度の程度に差があること、以上が示唆された。
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